大正期(1912年－1926年)における高配当政策の検証及び政策研究 : ２社の配当推移と配当政策の観点を中心に by 佐野 義彦
研究ノート






























































































































































































































































































































































和暦 国債及び地方債 社債 株式 合計
1915（大正４年） 46,133 23% 95,328 48% 55,631 28% 197,092
1916（大正５年） 222,925 39% 75,011 13% 268,575 47% 566,511
1917（大正６年） 428,101 38% 62,484 ６% 642,321 57% 1,132,906
1918（大正７年） 342,366 30% 189,691 17% 615,338 54% 1,147,395
1919（大正８年） 655,219 34% 223,255 12% 1,035,535 54% 1,914,009
1920（大正９年） 639,216 30% 213,236 10% 1,276,033 60% 2,128,485
1921（大正10年） 768,577 52% 277,364 19% 439,644 30% 1,485,585
1922（大正11年） 731,292 50% 289,272 20% 440,612 30% 1,461,176
1923（大正12年） 711,892 52% 340,044 25% 325,994 24% 1,377,930
1924（大正13年） 541,252 39% 535,135 39% 309,367 22% 1,385,754









































































































































































































































































































































































































































　 有 沢 広 巳　 監『 証 券 百 年 史 』 日 本 経 済 新 聞 社　
1978 年（昭和 53 年）
　井藤半彌『租税論』千倉書房　1957 年（昭和 32 年）
　内川菊義『資本剰余金論』中央経済社　1966 年（昭
和 41 年）




















　 酒 井 治 郎『 資 本 制 度 の 会 計 問 題 』 中 央 経 済 社　
2006 年
　財団法人日本経営史研究所『日本郵船株式会社百

































　 土 屋 嵩 雄『 日 本 資 本 主 義 発 達 史 概 説 』 有 斐 閣　



























　細井卓『配当政策』森山書店　1955 年（昭和 33 年）
　『三井事業史　資料編一』三井文庫　1973 年
　 三 菱 創 業 百 年 記 念 事 業 委 員 会　『 三 菱 の 百 年 』　　

















　吉田良三　『会計学』同文舘　1910 年（明治 43 年）
　渡辺和夫『戦前における財務諸表体系の変遷』　
2003 年 12 月　論文
